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さかのぼると、10 年前、2001 年の第 9 回党大会で採択された 2001 ～
2010 年の発展戦略においても、やはり行政改革は 3 つの突破口のひとつとさ









ざまな評価に基づいて、第 1 次行革 MP の成果について論じる。次いで、新




革 MP（2011 ～ 2020 年）ということになるが、この論文執筆時点ではまだ草
案段階である。当初は 2010 年内の成立が目指されていたが、2011 年には党
大会に合わせて国会代表選挙が行われ、それにともない政府構成員にも変動が
あり（2011 年 7 月）、第 2 次行革 MP の承認も新政府に持ち越されることになっ

























行政幹部・公務員の養成という 3 つの領域に従って列挙している (1)。この制



























2001 年の第 9 回党大会で採択された 2001 ～ 2010 年経済・社会発展戦略
では、「行政改革の推進、清潔で堅固な国家機構の構築」という見出しの下で、
①制度の刷新、②国家機構組織の健全化、合理化、③幹部 ･ 公務員の道徳的
資質（pham chat）、能力の向上、④汚職、官僚主義の抑制の 4 分野における改

























公務員改革に、④財政改革を加えた 4 つの分野に従って整理されている（表 1）。
この分類については、2000 年代半ば頃から、若干の流動化が見られる。行革
MP に則って 2006 年に公布された 2006 ～ 2010 年の国家行政改革計画（首
相決定 94 号）においては、既存の 4 分野に国家行政の近代化というカテゴリー
が新しく加えられ、5 分野となった。また、2007 年 11 月に出された行政改
革推進のための政府行動プログラム（政府決議 53 号）では、さらに行政手続改
革および国家行政機関と人民の関係の処理の 2 分野が新たに加えられている。
もっともこれらの “ 新設分野 ” は、内容的には当初の 4 分野のなかに含まれて
いたものであり、4 分野かそれ以上かということ自体は基本的には括り方の違














































同様に、財政改革の範囲についても議論がある。第 1 次行革 MP のなかの
財政改革に関する内容は比較的限定的であり、各級間の財政機能の配分や、行
政機関と事業単位に対する異なる財政メカニズムの適用、財政情報の公開等に













優先分野に集中すべきではないかという考え方である。実際、第 2 次行革 MP
の準備過程においては、当面の優先分野についてある程度の合意形成が行われ
てきているようである。この点については後述する。
第 2 節　第 1 次行革 MP の実施と評価




















表 2 　2000 年代の行政改革、ガバナンスに関する主要な調査・報告
政府 ･ 政府系研究機関報告書
① 行政改革指導委員会 2006.04








③ ADB 2005.11 Governance Assessment with Focus on PAR and Anti-corruption
④ USAID 2005-annual The Vietnam Provincial Competitiveness Index
⑤ World Bank 2006.12 Vietnam Development Report 2007—Vietnam: Aiming High,Chapter 20
⑥
K o n r a d -
Adenauer-
Stiftung
2009.10 Opinion Poll Results: People’s Opinion on Grassroots Democracy, Communication and Administrative Service Delivery
⑦ UNDP 2009.11 Reforming Public Administration in Viet Nam: Current Situation and Recommendations
⑧ World Bank 2009.12 Vietnam Development Report 2010—Modern Institutions
⑨ UNDP 2010.09
UNDP-VietnamNet Online Survey “Consulting Citizens’ Experiences 
in Dealing with Public Administration System and of Their 
Recommendations for Public Administration Reform”
⑩ UNDP 2010.12 Independent Review Report on the Implementation of the PAR Master Plan 2001-2010 （final draft）
⑪ UNDP 2011.02 The Viet Nam Provincial Governance and Public Administration Performance Index （PAPI） 2010
（出所）筆者作成。
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“ 非正規の支払い ” を要求されるという問題も阻止できると期待される。
この「1 つの窓口」政策は、試行段階を経て、2003 年、全国展開されるこ
とが決定した（首相決定 181 号）。また、2007 年首相決定 93 号は、複数機関
にまたがる事務の処理のために、これらの機関の間の統合窓口を設置すること
について定めている。内務省の 2011 年 4 月 27 日付報告書によれば、全国の













ロチンアプローチ」(7) を採用したのがプロジェクト 30 であるといえる (8)。
プロジェクト 30 の作業を通じて構築されたデータベース（2009 年 10 月公開）
には、5700 以上の行政手続、9000 以上の関連法規範文書が網羅されている (9)。
このうち、手続きの数にして 88％について修正や廃止が提言されている。こ




にかかる 25 の決議を 2010 年末までに相次いで公布した。その実施は 2011
年以降に持ち越された。
（2）行政組織改革
行政組織改革の成果としては、政府組織法改正（2001 年）、人民評議会 ･ 人
民委員会組織法改正（2003 年）、監査法制定（2004 年）などにより、各機関
の職務や機能がより明確化されたこと、2004 年の分権化の推進にかかる政府
決議 08 号により中央から省級への分権が進んだこと、2007 年の省庁再編等
により中央行政機関の数が減少し、それにともない地方行政組織も簡素化され
たことなどが挙げられる。中央レベルの行政機関は、省庁、省庁と同格の機関、
その他の政府機関を含めて、2001 年には 48 機関であったが、2010 年には
省庁が 18、省庁と同格の機関 4、その他の政府機関 8 の合計 30 に減少した。
地方レベルを見ても、省レベル人民委員会の専門機関の数は最少で 19、最多で
27 であったものがそれぞれ 17、20 へと減少した。他方、各行政機関の内部組
織の総数はむしろ増加しており、また公務員数も全体として増加している (10)。


























公務員改革の分野では、まず、2000 年、2003 年に幹部 ･ 公務員法令（1998
年制定）が改正され、さらに同法令をベースに 2008 年に幹部・公務員法が制
























た最低賃金 12 万ドンは当時のレートで 11 ドル程度であった。公務員とその
家族の生活を保障できないレベルの給与は、公務執行の停滞や汚職の蔓延の原
因と見られてきた。2000 年から 2010 年の間に公務員の最低賃金は 7 回にわ
たって引き上げられ、18 万ドンから 73 万ドンと額面で約 4 倍になった (14)。
この間の公務員の最低賃金の引き上げ率は、インフレ率を大きく上回っている









産および所得の透明化にかかる議定 37 号に基づき、2007 年から毎年この申









2000.01 ～ 2000.12 180,000 - - -
2001.01 ～ 2002.12 210,000 16.7 -0.9 9.0
2003.01 ～ 2005.09 290,000 38.1 4.6 18.1
2005.10 ～ 2006.09 350,000 20.7 19.8 50.3
2006.10 ～ 2007.12 450,000 28.6 6.5 14.7
2008.01 ～ 2009.04 540,000 20.0 13.9 16.0
2009.05 ～ 650,000 20.4 19.1 27.6
2000.01 ～ 2008.12 - 200.0 83.8 228.3
（出所）WB［2009: 15］
（注）実際に公務員が受け取る給与は、最低賃金に係数をかけたものである。係数は 1.00 から 13.00















あると思われる。内務省も、第 2 次行革 MP の準備に際して、公共サービス
の受け手の満足度などを含む指標を到達度の尺度として定めることを検討して
いる (15)。このような調査の結果は、いわば改革の「アウトカム」を示唆する








証書の申請については、比較的問題が多い（後の 2 項目に関しては 25％以上の
世帯が困難を経験）。また、調査時点の 2 年前と比べて手続きが容易になってい
るかどうかという質問に対しては、最初の 3 項目についてはそれぞれ 9 割前
後の回答者がより容易になったと答えているのに対し、後の 3 項目について
は同様の回答は 8 割以下であり、より難しくなったという回答も 1 割以上（家
屋所有権証書の申請に関しては 16％）あった。
一方、企業関連の手続きについては、調査結果はより微妙である。ベトナ





期の傾向を見ても、「参入費用」は 2006 年 (16) 以来 2009 年まで継続的に改善
してきたが、2010 年に落ち込んでいる。「土地へのアクセス」および「時間費用」
は年によって改善したり悪化したりしており、2006 年と 2010 年で比べると、
後者の指数は改善しているが、前者はあまり変わらない。








ショナルの 2010 年版腐敗認識指数では、ベトナムは前年より 4 つランクを






が、2010 年は 2006 年と比べてやや悪化している。また、関連する「透明性」








評価を下回っている（KAS and ACVN ［2009:37］）。
















第 3 節　2010 年代の行政改革の方向性と優先分野
1．第 11 回党大会文書
2011 ～ 2020 年の経済・社会発展戦略では、3 つの「戦略的突破口」の第
1 として、「社会主義志向市場経済体制の完成、特に平等な競争環境の創設お
よび行政改革」が挙げられている。2001 ～ 2010 年の発展戦略では、同様に
















政治報告のなかの「国家発展の方向性、任務（2011 ～ 15 年）」にある行政
改革関連の記述もほぼ同様の構成をとっているが、内容的にはかなり包括的で、










第 11 回党大会の文書からは、全体として、第 7 期第 8 回党中央委総会から






2.　第 2 次行革 MP
2011 年 6 月 9 日付のベトナム紙の報道によると、内務省が同月初めに開催
された政府の定例会合に提出した第 2 次 MP 草案の重点は、制度改革と幹部、





















部、公務員の質の向上は喫緊の課題である」と述べている（Nguyen Dinh Cung 
［2011:92-93］）(23)。2011 年 5 月にホーチミン市で開催された行政改革に関す




革 MP においては公務員改革が重点になると述べた (25)。第 1 に、多くの改革
イニシアチブが、準備段階を経て、今後実施に移されること、第 2 に、制度
面での改革が進展しても執行段階で困難が生じることが少なくないこと、第 3



























































のより実入りのよい仕事に転職していると見られる。2003 年から 2007 年の
間に 1 万 6000 人以上の公務員が自らの意思に基づいて離職したとされ（全公
務員の 0.8％）、その約 4 割がホーチミン市で起こっている。他方、近年では、
優秀な大学生の多くが卒業後の進路として公務員になることを選択しなくなっ
ていることも指摘される。2003 年から 2005 年の間にハノイの大学を卒業し
た優秀な学生 300 人のうち、国家機関に就職したのは 17 人に過ぎなかった










用の実情はおおかた旧態依然であるといわれる（Housman ［2009:5-6］、Dao Tri 
Uc ［2007:256］）。官職が金銭で売買されているというのは半ば公然の秘密とい
えるが、実際、2008 年には、カマウ省の党委書記が党の会合で 1 億ドン（50
万円強）の金を提示して、これはある職位を手に入れるための賄賂として支払
われたものだと発言して物議を醸している。
内務省幹部によれば、現役公務員の 3 分の 1 は全く仕事をせず、3 分の 1
は部分的に仕事をしているが、真に職務を果たしているのは残りの 3 分の 1
に過ぎないという (31)。これは大きな非効率であり、政府機構は職務を十分に




















第 1 次行革 MP では公務員の研修、養成が重要課題のひとつと認識され、




対象者は 1998 年から 2009 年の間に 20 倍に増えている。これに対応して同




ソクチャン省では、2010 年 8 月、県、社級の幹部 10 人が不真正な高等学校
レベルの修了証書を数百万ドンで入手していたことが発覚した (36)。同年 11 月、








な関心事であることは意外ではない」（Turner and Hulme ［1997:116］）。ホー ･








第 2 次行革 MP は本稿執筆時点ではまだ承認されていないが、公務員政策
に関しては、主として研修関係の新しい動きがいくつか見られる。そのひとつ
は 2011 年 8 月に公布された 2011 ～ 2015 年の幹部、公務員研修、養成計画


































































（5）その他、陳情 ･ 告訴法の改正（2004 年）、基礎レベルにおける民主の実現に関







_Guillotine　2011 年 9 月 12 日アクセス）。
（8）プロジェクト 30 の、もうひとつの新しい点は、行政手続改革に産業界の声を
反映させる試みである。2008 年 7 月に設置された行政手続改革諮問委員会は、
15 人の構成員のなかにベトナム、アメリカ、欧州、韓国の各商工会議所および
国内の主要企業団体 6 団体の代表が含まれていた。諮問委員会は、15 の作業グ
ループを設置して 15 の主要経済分野における行政手続の検討を行った。
（9）行政手続にかかる全国データベース（http://csdl.thutuchanhchinh.vn/）。
（10）Wescott ［2009］によれば、2001 年の公務員数がおよそ 130 万人であったの




（Wescott ［2009: 177］）。政府の政策を見ても、2000 年の政府決議 16 号（こ
の決議は行革 MP のなかで言及されている）は公務員数の 15％削減を目標とし
160
て掲げていたが、同決議に代わる 2007 年の 132 号議定は削減の目標を明示し
ていない。










（14）2011 年 5 月には公務員最低賃金がさらに引き上げられ、83 万ドンとなった。
（15）“Xay dung Bo Chi so danh gia cai cach hanh chinh”（Phap luat Thanh pho Ho 
Chi Minh 2011 年 8 月 3 日付）。なお、ホーチミン市は 2006 年以来市民の行政
サービス満足度調査を実施している。
（16）PCI は 2005 年から実施されているが、初年度は全国 42 省を対象としていた。
2006 年度版からはすべての省をカバーしている。
（17）日常的なレベルの汚職ばかりではなく、メディアに大きく取り上げられる大規
模汚職事件も後を絶たない。2006 年の PMU18 事件、2008 年の PCI（パシフィッ
ク・コンサルタンツ・インターナショナル）事件などが代表的である。
（18）2011 年、政府は議定 37 号に代わる議定 68 号を公布し、申告内容の誠実性を
担保するため、不誠実な申告に対する制裁を定めるなどの手段をとっている。
（19）しかしながら、その意味するところは必ずしも判然としない。2011 年 7 月末
にベトナム通信社が伝えたところによると、ズン首相は 2011 ～ 2016 年の任
期における政府の 3 つの重要任務を強調している。この 3 つの任務は、発展戦
略の 3 つの突破口とほぼ対応しているが、第 1 の任務については「社会主義志
向市場経済体制の完成、特に平等な競争環境の創設および行政改革」に代わり、
「社会主義志向市場経済体制の完成、特に各経済セクターの間の平等な競争環境
の創設」とされており、「行政改革」の文言が抜けている（”Thu tuong Nguyen 
Tan Dung: Thuc hien tot ba khau dot pha chien luoc”, Phap luat Thanh pho Ho 
第 5 章　ベトナムの行政改革の現状と課題
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Chi Minh 2011 年 8 月 1 日付）。
（20）これは、2006 年の第 10 回党大会文書と同様の構成である。
（21）http://www.hanoinews.com.vn　政府の行政改革ウェブサイトに転載（http://
caicachhanhchinh.gov.vn/PortalPlus.aspx?/vi-VN/News/71//1011/0/4176/　
2011 年 9 月 7 日アクセス）。
（22）もうひとつの典型的状況は、政府機関相互間の予算の割り当てや公共投資プロ
ジェクトの承認等の場面である。
（23）プロジェクト 30 の結果として公布された行政手続の簡素化にかかる 25 の政府
決議のひとつ、25 号決議は、優先的に解決されるべき 258 の行政手続の改正に
ついて定めている。しかし、その実現には少なくとも 14 の法律、3 つの法令、
44 の議定、8 つの首相決定、67 の通知、33 の省レベル決定、その他さまざま




（24）“Nguoi con thieu viec trong co quan hanh chinh”（Phap luat Thanh pho Ho Chi 
Minh  2011 年 5 月 23 日付）。
（25）2011 年 7 月 26 日聞き取り。
（26）2011 年 7 月 26 日聞き取り。ただし、2011 年の政府構成員改選前の話である。
（27）“Luong thap, chat luong cong vu chua cao”（ Phap luat Thanh pho Ho Chi Minh  
2011 年 4 月 5 日付）。
（28）実際には、ベトナムの公務員の手当、ボーナスの実態について、詳細は明らか







（30）国家行政学院による 460 人の公務員を対象とした調査。VDR2010 に引用（WB 
［2009: 14］）。
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（31）“Nguoi con thieu viec…”
（32）“Van de van nam tren ban lanh dao”（Phap luat Thanh pho Ho Chi Minh  2011
年 4 月 2 日付）。
（33）“Ca Mau: Nhieu co quan bo nhiem cong chuc khong dam bao tieu chuan”（Phap 
luat  Thanh pho Ho Chi Minh  2010 年 6 月 27 日付）。
（34）http://www.hanoinews.com.vn　政府の行政改革ウェブサイトに転載。（http://
caicachhanhchinh.gov.vn/PortalPlus.aspx?/vi-VN/News/71//1011/0/4176/ 
2011 年 9 月 7 日アクセス）。
（35）“Can dao tao can bo, cong chuc theo nhu cau cong viec”（Phap luat Thanh pho 
Ho Chi Minh  2010 年 9 月 18 日付）など参照。
（36）“Hang loat can bo bi phat hien mua bang tot nghiep” （VnExpress  2010 年 8 月
19 日付）。
（37）“Phat hien hang chuc can bo mua bang de giu chuc”（VnExpress  2010 年 11 月
8 日付）。








～ 2015 年には毎年 1500 人を海外に派遣することも計画されている。その予算
は年間 5000 億ドン（約 2500 万ドル）とされる（プログラム 165 ウェブサイ
ト http://vp165.vn/trang-chu.html より）。
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